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.

富山河川国道事務所の管内４河川（常願寺川，神通川，庄川，小矢部川）は，「河川堤防の構造検討の

手引き（以下，「手引き」とする）」
1)
に基づき，堤防詳細点検（河川堤防の浸透に起因するすべり破壊

やパイピング破壊に対する安全性の照査）を実施している．その結果，５割以上の区間で所要の安全度を

満足できず，対策工が必要であった．

本報告は，対策が必要となる区間に対し，実現象を精度良く再現できる新たな詳細点検の評価手法を提

案し，質的強化の必要性を再照査するとともに，効果的な河川堤防の質的整備計画を立案するものである．

キーワード 河川堤防，詳細点検，質的強化，浸透流解析

1. はじめに

富山河川国道管内の４河川（図-1）は，2005～2009年

にかけ「手引き」に基づき堤防詳細点検（河川堤防の浸

透に対する安全性の照査）を実施している．その結果，

管内河川堤防は，全延長の55％（122.4km）が浸透に起

因するすべり破壊やパイピング破壊の安全度を満足でき

ない結果となった（表-1）．この結果に基づき要対策区

間の整備を実施すると，膨大な費用と時間が必要となる．

一方，管内河川の被災履歴では，急流河川特有の強大な

洪水エネルギーによる洗掘･侵食が起因となった被災が

多く，浸透による被災は庄川下流での１箇所であり，実

態との乖離が発生している．

このような背景から，本検討は，実現象の再現性を向

上させることを重点に置き，堤防構造や土質，地下水位

の特性を踏まえた新たな詳細点検手法を提案したもので

ある．また，この手法に基づき対策工が必要な区間を再

照査し，真に対策工が必要な区間を抽出して効果的な河

川堤防の質的整備を立案した結果を報告する．

2. 課題

既往詳細点検結果を実際の現象に合わせて精度向上を

図ることを目標とし，以下に示す課題を抽出した．

(1) 断面形状および土質定数のモデル化に関する課題

a) 堤防構造のモデル化における過度な簡略化

兼用道路として舗装整備されている天端や，川裏側の

法尻擁壁，堤脚水路などの堤防構造（写真-1）の取扱い

小矢部川 庄川

常願寺川

神通川

図-1 富山河川国道管内河川位置図 堤防天端 川表側

天端道路 法尻擁壁
堤脚水路

写真-1 庄川 右岸の堤体構造

表-1 詳細点検結果一覧表（2005～2009年実施結果）

延長 延長 延長
[km] [km] [km]

常願寺川水系 29.3 26 18.6 16 10.7 10 36.5% 38.5%
神通川水系 76.2 71 39.7 41 36.5 30 47.9% 42.3%
庄川水系 49.6 40 21.6 19 28.0 21 56.5% 52.5%
小矢部川水系 67.6 50 20.4 16 47.2 34 69.8% 68.0%
管内全体 222.7 187 100.3 92 122.4 95 55.0% 50.8%

断面数 断面数 断面数 延長比 断面比

対策必要割合水系名

堤防詳細点検
実施区間延長 対策不要区間 要対策区間

既往詳細点検結果



は「手引き」に明確な評価手法が記載されていない．そ

のため，天端舗装の有無や堤防天端での排水の実態に関

わらず全てを透水層として評価，３面張構造（Ｕ型側溝

など）や２面張構造（底面構造無し）の堤脚水路の土留

め機能を評価せず，本来堤防が備えている遮水効果や土

留め機能を無視した結果となっている．

b) 原位置の試験結果をそのまま適用した土質定数設定

土質定数は「手引き」において原則土質試験結果に基

づき設定することと，土の不均一さに対して配慮が必要

であることがあわせて記載されている．

しかし，既往詳細点検結果では，原位置での試験結果

をそのまま適用しており，ひとつの一連区間に対して１

断面の試験結果のみに基づいた土質定数を設定しており，

土の不均一さに対して配慮がなされていなかった．その

ため，試験値の妥当性が確認されず過度に強度を見込ん

でいるケースが見られた．（表-2）

(2) 浸透流解析の設定条件に関する課題

a) 支川水位の変動を再現していない外力条件

図-2に示す小矢部川の事例のように，合流点に逆流防

止施設がない場合は，本川の背水位も合わせて上昇する．

しかし，「手引き」では背割堤に対する評価方法の記載

がないため，支川の水位変動は再現していない(図-3）．

b) 画一的に設定した地下水位

地下水位は堤体内の飽和･不飽和状態を再現する浸透

流解析での重要な条件である．既往詳細点検結果では，

実際の地下水位観測結果が数多くあり，画一でないにも

かかわらず「手引き」に記載されている地下水位の設定

方法に基づき，地下水位を堤内地盤高から50cm下で一律

に設定している．これにより，実際の地下水位を無視し

た結果となっている．

(3) 浸透に対する安全性の照査方法に関する課題

a) すべり破壊に関する課題

浸透によるすべり破壊に対する安全性の検討は，堤体

内の飽和状態に起因して発生する円弧すべりを対象とし

ている．そのため，浸透を原因とした被災履歴がある場

合は安全率の割増対象とし照査を行うものとしている．

しかし，既往詳細点検結果では，侵食などによるその他

の要因で破堤した被災履歴も安全率の割増対象として照

査を行っていた．

b) パイピング破壊に対する課題

川裏側法尻が砂質地盤の場合，パイピングに対する照

査が必要である．断面形状や川裏法尻部の構造、利用状

況を確認の上、照査位置を決定すべきであるが，図-4の

ように堤防とは関係がない地点での局所動水勾配を照査

している事例があった．これについては，照査位置の決

定にあたっての統一的な考えが整理されていなかったも

のと思われる．

3. 精度向上対策の提案と効果の検証

(1) 堤体および基礎地盤が実際にもつ機能を反映した検

討モデルの構築

a) 堤体構造の浸透抑制効果の再現

浸透の抑制効果を期待できる天端舗装は「手引き」の

記載に準じ不透水層として再現した．その際には，堤防

天端での排水に着目し，排水を考慮している場合には天

端舗装の遮水を見込んだ．この結果，図-5の神通川事例

では，降雨による堤体への浸透を抑止でき，川裏側の円

弧すべりに対する安全率が0.98から1.52へ上昇し，所定

堤脚構造とパイピング照査位置

小矢部川

小矢部川 右岸 11.0k照査断面

祖父川

祖父川

図-2 小矢部川（本川）と祖父川（支川）の合流点

川裏法尻ではない位置で照査

図-4 不適切なパイピング照査位置の例（庄川左岸21.4k）

表-2 庄川 左岸0.6k 土質定数一覧（既往詳細点検）

湿潤単位体積 飽和単位体積 飽和透水係数 粘着力 内部摩擦角

重量(KN/m
3
) 重量(KN/m

3
) (cm/sec) (KN/m

2
) (゜)

Bgs1 礫質土 20.00 20.40 5.13E-02 9.5 34.50
Bg3 礫質土 18.00 20.00 1.13E-02 4.3 29.10

Ac1 粘性土 16.40 16.90 1.00E-05 34.3 0.00
As1 砂質土 19.00 19.90 3.97E-03 0.0 44.60
Ac2 粘性土 18.00 18.00 1.00E-05 47.1 0.00
As2 砂質土 19.00 20.00 1.06E-03 0.0 39.20

【庄川】 L0.6km

土層記号 土質区分

堤
体
土

基
礎
地
盤 透水係数が非常に高く典型的な砂礫質の性状であるが、

三軸試験結果をそのまま適用し粘着力も見込んでいる

本川の水位上昇しか再現していない

小矢部川（本川） 祖父川（支川）

図-3 小矢部川 右岸11.0kの洪水ピーク時解析断面



の安全率を満足できることを確認した．

b)円弧すべり破壊に与える影響の再現

川裏側の堤脚構造（法尻擁壁，堤脚水路）が備える土

留め機能と遮水効果を考慮しモデル化を行う．

法尻擁壁は抗土圧構造物であり，単独で土圧に抵抗で

きるように設計するため
2)
，すべり円の安全率が最小と

なる臨界円が擁壁面を通過することはない．したがって，

法尻擁壁面は臨界円が通過しない不可断線として設定し

た（図-6）．

堤脚水路は，構造の種類に応じて表-3の３種類に分類

して土留め効果と遮水効果を再現した．

c) 縦横断方向の土層構成を踏まえた土質定数の設定

管内河川の特徴として，扇状地地形へ流下する急流河

川であることが挙げられる．常願寺川，神通川，庄川は，

図-7に示すように，扇状地下流から中流域と扇状地上流

で土層構成が明確に分かれている．また，急流河川であ

るため直線的であり，左右岸の層構成が同一である．こ

のような土層の連続性に着目し，縦断方向および横断方

向で同一層と判断できる土層内の試験結果を抽出するこ

とにより，各断面の土質定数を設定した．これにより，

土の不均一性に起因する土質定数のばらつきに対し，地

質調査を追加することなく試験結果の平準化を実施でき

た．

また，「手引き」では設計上の安全を考慮して砂質土

では内部摩擦角のみを，粘性土では粘着力のみを強度と

して評価することとなっている．しかし，管内の土質試

験結果では，細粒分を多く含む粒度配合がよい土が確認

できる．このような土は，本来中間的な性質のために両

者の性質を併せ持つものの，「手引き」に準拠すると強

度が小さく評価される結果になる．

そこで，内部摩擦角と粘着力の両方を評価できる土と

して中間土を設定した．中間土は，既往の文献等
3) 4) 5)6)

から「細粒分含有量が20％以上50％未満」かつ「透水係

数1.0×10-4
～10-7cm/sec」を満足する土であると定義した

（表-4，図-8）．不可断線の設定

（臨界円を切らない線）

図-6 法尻擁壁のモデル化事例

表-3 堤脚構造の分類表

3面張構造 2 面張構造 土側溝

設置構造

Ｕ型側溝や大規模な用排水

路などコンクリートで３面

（側面、底面）とも施工さ

れている構造

ブロック積で構築されてい

る水路で、底面に何も施工

されていない構造

コンクリート構造の水路や

擁壁構造が設置されていな

い素掘りの水路

現地事例

常願寺川 左岸 0.6k 常願寺川 左岸 4.2k 常願寺川 左岸 12 .2k

遮水効果
○

(水抜き孔がある場合を除く )

○または×

(土留め構造に応じて選択 )
×

土留効果 ○ ○ ×

降雨の遮水効果
堤体内の

浸潤面が低下

図-5 天端舗装による遮水効果の検証（神通川 右岸10.0k）

表-4 中間土の分類表

透水係数による分類

高い低い

砂分含有量

少ない

多い

粘性土

砂質土

中間土

粒
度
に
よ
る
分
類

1.0×10
-7
cm/s 1.0×10

-3
cm/s1.0×10-4 cm/s

1 00%

8 0%

6 0%

4 0%

3 0%

参考：土と基礎 Vol.37「砂と粘土の混合の圧縮及び強度特性」、

50%

通常の砂質土

通常の粘性土

中間土が含まれる土質

図-8 中間土の分類イメージ

下流域
同一地質構成区間

中流～上流域
同一地質構成区間

盛土下の土層変化

砂質土 As 層～礫質土 Ag 層→礫質土 Ag層に変化

盛土下の土層変化

砂質土 Ags 層～礫質土 Ag層に変化

盛土下の土層変化

粘性土 Ac 層→砂質土 As 層に変化

盛土下ほぼ同一の土層

締り度良好な礫質土 Ag層が出現

5.6k

扇状地下流～中流 扇状地上流

図-7 地質縦断図による土層構成の分類（常願寺川 左岸）

縦断方向で同一層と判断でき

るものは、同一層内の試験値

を抽出して総合的に定数を設

定

層ごとの定数を設定すること

で土質定数のバラつきをおさ

える



(2) 実現象を再現できる解析条件の設定

a) 本川と連動した支川における水位上昇の再現

合流点に逆流防止施設がない場合は，本川の背水位も

合わせて上昇する．この現象を浸透流解析に再現させる

ため，支川の水位を本川外水位の時系列変化に合わせて

連動させて解析を実施した．水位上昇の時系列変化を

図-9に示す．

川裏側の被災は，洪水終了直前における外水位と堤内

地地下水位の水頭差によってもたらされるが，背割堤の

場合には水頭差がほとんど発生しない．そのため，パイ

ピングの照査は不要と判断した．また，川裏側円弧すべ

りは，川表側の円弧すべりと同様に洪水終了後にすべり

破壊の危険が高い状態となるため，洪水終了後の安全率

で評価した．ただし，洪水終了後の破堤は致命的な被害

を招かないため，確保すべき安全率は，洪水終了直前の

値ではなく，川表側と同様の値でよいものとした．

この結果,前述した小矢部川と祖父川の合流点をはじ

め,背割堤を再現した３区間全てで所定の安全を確保で

きる結果となった．

b) 地下水位観測結果に基づいた初期条件の設定

庄川，小矢部川が流れる射水平野，砺波平野では，

流域地下水の高度利用を目的とした地下水観測を2002年

に実施している．この結果と「手引き」にある堤内地盤

高-50cmとの比較を図-10に示す．地下水位が自噴する扇

状地下流域では，両者はほぼ同一の傾向を示している．

しかし，河床勾配が急峻な扇状地中流域から上流域では，

最大で4ｍの差が確認できた．

この結果を反映すると表-5のとおりとなる．適用した

9断面のうち，4断面で対策工が不要となった．これは，

初期地下水位が低下することによって洪水ピーク時の浸

潤面が低下し，川裏側法尻に局所動水勾配が発生しない，

あるいは発生しても小さな値になるためである．

(3) 照査手法の統一による判定結果の精査

a) 侵食に対する被災履歴の選別

管内の河川は急流河川であることから，大きな掃流力

が発生する特性がある．そのため，被災履歴は，根固め

の流失，高水敷の決壊など侵食による被災履歴がほとん

どである．一方，浸透による破堤は庄川下流で1箇所確

認できるのみである．

浸透流解析で照査する円弧すべりは，堤体内の築堤材

料が飽和することで発生する円弧すべりである．

したがって，「手引き」に記載されているとおり，侵

食などによるその他要因で被災履歴がある断面にいては，

安全率の割増を行わないものとした．

表-5 地下水位観測結果を適用した照査結果

すべり破壊 ﾊ゚ｲﾋﾟﾝｸﾞ破壊

既往照査 37. 900 1.519 0.947 ×

今回照査 34. 550 1.574 0.603 ×

既往照査 15. 197 1.285 3.601 ×

今回照査 12. 560 1.302 2.495 ×

既往照査 19. 740 1.420 1.421 ×

今回照査 16. 163 1.607 0.351 ○

既往照査 25. 610 1.504 3.530 ×

今回照査 23. 643 1.536 3.165 ×

既往照査 47. 020 1.449 1.302 ×

今回照査 42. 930 1.861 - ○

既往照査 63. 800 1.405 0.522 ×

今回照査 60. 184 1.600 0.150 ○

既往照査 18. 152 1.809 0.540 ×

今回照査 17. 930 1.848 0.484 ○

既往照査 8.830 1.572 1.182 ×

今回照査 8.470 1.570 1.100 ×

既往照査 14. 090 1.513 0.510 ×

今回照査 14. 035 1.514 0.509 ×

項目
地下水位

[T.P.+m ]

平水位

[T.P.+m]

34.550
左
岸

16.0k

右

岸

庄

川

左

岸

右

岸

小

矢

部

川

11.0k

12.0k

13.6k

17.6k

20.6k

22.4k

15.2k

19.0k
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●扇状地上流～中間部の特徴

実測値と堤内地盤高-0.5cmでは大

きな乖離がある (1m～4m程度)

●扇状地下流部の特徴

実測値が堤内地盤高-0.5cmとほぼ

同等の水位に移行している

凡例

：堤内地盤高-50cm

：地下水位観測結果

：平均河床高

図-10 庄川における地下水位観測結果と堤内地盤高-50cmの比較（右岸）

洪水開始直前

洪水終了直前

洪水終了後

背割堤の水位上昇を含めた解析の時系列変化

図-9 背割堤における水位上昇の時系列変化



b) パイピング照査位置の統一

パイピングの照査位置は，最も局所動水勾配が大きく

なる川裏側法尻で実施することが基本である．しかし，

川裏法尻部の構造や利用状況によっては「手引き」にあ

る法尻位置では一律に照査できない場合がある．

そのため，パイピングによって堤防が破堤に至るか否

かの照査を実施するため，照査を実施すべき位置を明確

にし，照査位置の統一とルール化を実施した．

具体的には,「①：２Ｈルール範囲内の川裏側法尻を

基本」「②：法尻擁壁や舗装により保護されている場合

は別の地点を選定」「③：『①』の範囲内でパイピング

が発生する箇所がない場合は照査不要」という手順で照

査位置を再選定した．

4. まとめ及び考察

(1) 精度向上対策の導入による再照査結果

３章で提案した精度向上対策を導入して再照査した結

果を表-6，図-12，図-13に示す．「手引き」に基づく既

往詳細点検結果では，全延長のううち55.0％（122.4km

／222.7km）の区間で対策が必要であった．しかし，今

回の精度向上対策の導入によって照査すると，24.1％

（53.7km／222.7km）となり対策工が必要な区間が減少

した．特に，庄川は天端舗装や法尻擁壁などの堤防構造

物が多く，地下水の観測結果が揃っているため，今回の

精度向上対策による影響が大きく，当初52.5％（28.0km

／49.6km）で対策工が必要であったが，再照査後は

8.1％（4.0km／49.6km）にまで減少した．

(2) 精度向上案の効果検証

管内の各河川に対し，３章で提案した各項目を適用し

た断面数と照査結果を表-7に示した．各精度向上案のう

ち，いずれも約50％程度の断面で，対策が不要となって

いる．このうち，解析条件の対策案である背割堤の再現

や地下水観測結果の反映は，単独で用いた場合の照査結

果であり，背割堤は全ての断面，地下水位観測結果の反

映は全体の４割の判定結果に影響している．

その他の項目については，項目同士の複合的な要因に

より所定の安全が確保できる結果となっているため，い

ずれかを単独で用いた場合の評価ではない点に留意が必

要である．

表-6 既往詳細点検結果と見直し後の詳細点検結果一覧表

延長 延長 延長 延長 延長
[km] [km] [km] [km] [km]

常願寺川水系 29.3 26 18.6 16 10.7 10 36.5% 38.5% 25.7 22 3.6 4 12.3% 15.4%
神通川水系 76.2 71 39.7 41 36.5 30 47.9% 42.3% 58.7 58 17.5 13 23.0% 18.3%
庄川水系 49.6 40 21.6 19 28.0 21 56.5% 52.5% 45.6 35 4.0 5 8.1% 12.5%
小矢部川水系 67.6 50 20.4 16 47.2 34 69.8% 68.0% 39.0 32 28.6 18 42.3% 36.0%
管内全体 222.7 187 100.3 92 122.4 95 55.0% 50.8% 169.0 147 53.7 40 24.1% 21.4%

断面比

対策必要割合
見直し後詳細点検結果

断面数 断面数 断面数 延長比 断面比 断面数 断面数 延長比

対策必要割合 対策不要区間 要対策区間水系名

堤防詳細点検
実施区間延長 対策不要区間 要対策区間

既往詳細点検結果

要対策区間

55%
対策不要区間

45%

100.3km

122.4km

要対策区間
24%
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76%

169.0km
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小矢部川水系
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既往詳細点検結果

見直し詳細点検結果

図-12 管内における対策工必要区間の変化 図-13 河川ごとの要対策区間

パイピングに対し照査不要

・法尻が擁壁構造

・裏法の局所動水勾配の

ベクトルは照査不要

図-11 背割堤における水位上昇の時系列変化

表-7 精度向上案の適用効果一覧

常願寺川水系 8 10 0 0 2 2
神通川水系 27 30 0 0 2 1
庄川水系 21 21 0 6 0 10
小矢部川水系 33 34 3 3 5 17
管内全体 89 95 3 9 9 30

4 5 19

堤体構造
モデル化

背割堤
再現

対策が不要
に変化 41 55 3

被災履歴
の見直し

ﾊﾟｲﾋ゚ﾝｸﾞ
照査位置

統一

水系名

精度向上対策 [断面数]

堤防のモデル化 浸透流解析条件 照査方法

土質定数
再設定

地下水位
観測結果
反映



(3) 堤防の安全度が低下する精度向上案に関する考察

a) 中間土の定義による過度な強度定数の低減

本提案では，中間土を定義しているため，細粒分含有

量や透水係数が明らかに砂礫の性状を示しているものは，

「手引き」に準拠し，粘着力を見込んでいない．

この結果，既往詳細点検から得た安全率が，中間土を

定義することにより低下する結果となった（表-8）．

b) 堤脚水路の近接による局所動水勾配の上昇

堤脚水路の構造のうち，コンクリート製のＵ型側溝は，

図-14に示す結果のように堤体内の浸透流を遮水してし

まう．「解説・河川管理施設等構造令
6)
」では，このよ

うな悪影響を避けるために２Ｈルールを定めてるが，管

内では，２Ｈルール内に設置されている区間も多く，パ

イピングの照査結果に悪影響を与えている．

精度向上対策案として，堤脚構造の遮水効果を再現し

たため，局所動水勾配が大きく上昇した区間が，対策工

が必要な40断面のうち9断面あった．

5. おわりに

実現象を精度良く再現できる新たな詳細点検の評価手

法を適用することで，管内４河川の対策工必要区間が

122.4kmから53.7kmに絞り込むことができた．今回提案

した評価手法は，いずれも「手引き」から逸脱する提案

ではなく，未記載の項目や原則を踏まえて発展させた提

案である．したがって，他河川でも本提案を適用するこ

とができ，真に対策工が必要な区間を抽出して効果的な

河川堤防の質的整備計画を立案することできる。

また，実現象を精度良く再現できる新たな詳細点検の

評価手法を採用することで安全度が低下する場合がある

ことも本検討で得た重要な知見である．本来対策工が必

要である区間を見落とさず確実に抽出するためにも，今

後は対策工が不要となっている区間での詳細点検の再照

査を実施していく必要があると考える．
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表-8 精度向上案の適用効果一覧

算定 安全率 算定 安全率

既往点検 1.828 ＞ 1.000 ○ 1.693 ＞ 1.320 ○ ○

今回照査 1.574 ＞ 1.000 ○ 1.574 ＞ 1.320 ○ ○
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動水勾配が上昇

２Hルール内の場合は
特に顕著

図-14 堤体内の浸透流に与える堤脚水路の悪影響


